
 

 

様式第１号（第６条関係） 

番      号  

年  月  日  

 総務大臣   殿 

                   都道府県知事（又は市町村長）    印（注１） 

 

 

平成  年度情報通信格差是正事業資金無利子貸付金貸付申請書 

 

 

 平成  年度情報通信格差是正事業資金無利子貸付金の貸付けを受けたいので、日本電信電

話株式会社の株式の売払収入の活用による社会資本の整備の促進に関する特別措置法（昭和６

２年法律第８６号）第５条第１項において準用する補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律（昭和３０年法律第１７９号）第５条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり

申請します。 

 

（注１）広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業にあっては、 

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表 

           都道府県知事（又は市町村長）    印    」 

と記載すること。 

 

                           記 

 

１ 無利子貸付事業の目的 

 

２ 貸付けを受けようとする無利子貸付金の額 金    ，   千円 

   

３ 貸付けを受けようとする事業の区分 

   □移動通信用鉄塔施設整備事業 

   □地域イントラネット基盤施設整備事業 

□広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業 

 

４ 無利子貸付事業の概要 

      □別紙１の１（事業を行う者が市町村（移動通信用鉄塔施設整備事業を行うものに限る

。）の場合） 

□別紙１の２（事業を行う者が都道府県若しくは市町村（地域イントラネット基盤施設

整備事業を行うものに限る。）又は都道府県若しくは市町村の連携主体（広

域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業を行うものに限る。）の

場合） 

 

５ 添付資料 

 (1) 都道府県及び市町村の当該無利子貸付事業に関する規程又は要綱（既に提出されたもの

と同一の場合は、その旨を記載し、添付を省略することができる。） 

 (2) 是正事業に要する経費の見積書（注２） 

 (3) 移動通信事業者が、是正事業によって整備される施設を利用することを確認できるもの 

 (4) 広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業については、 

①  当該無利子貸付事業を行う都道府県又は市町村の連携主体を構成する全都道府県及び

市町村を列記したもの 



 

 

②  本様式に従って貸付申請書を提出する都道府県又は市町村が、当該補助事業を行う都

道府県又は市町村の連携主体の代表団体であることが確認できるもの（注３） 

  (5) 工事概要書 

□別紙２の１（移動通信用鉄塔施設整備事業） 

□別紙２の２（地域イントラネット基盤施設整備事業及び広域的地域情報通信ネットワ

ーク基盤施設整備事業を行うもの） 

 

 （注２）市町村（地域イントラネット基盤施設整備事業を行うものを除く。）が是正事業を

行う場合には、貸付事業者である都道府県に提出されたものの写し。 

 （注３）連携主体を構成する全ての都道府県又は市町村が、貸付申請書提出団体を連携主体

の代表団体として認めることを証する書面。 

 

 



 

 

別紙１の１（様式第１号関係） 

                  無利子貸付事業の概要                   

                                                                  

市町村名 

代表者氏名 

 

施設の設置場所  

着工予定日  

完了予定日  

 

  利用予定サービス名   

                 

  利用予定事業者名   

 

    サービスエリア                          

 市町村名  

（地区名） 

 エリア内世帯数  

 

    

                                                                          （千円） 

   無利子貸付金申請額    

   （①＋②）×貸付率 

 事 業 費  

   ①＋② 

      財 源 内 訳        

都道府県補助金①  

     

市町村の負担額②  

 

経

費

区

分 

施設・設備費               

 

 

用地取得費・ 

道路費 

    

  合  計       

 

備 考（注） 

 

 

 

（注）移動通信用鉄塔施設整備事業であってそのサービスエリア内に観光地等を含むものであ 

る場合、年間の入込観光客数等を記載するものとする。 



 

 

別紙１の２（様式第１号関係） 

 

                  無利子貸付事業の概要                   

                                                                  

都道府県名又は市

町村名 

代表者氏名 

        （注１） 

（注１） 

施設の設置場所  

着工予定日  

完了予定日  

 

事業の目的 

事業の概要      （注２） 

（注２） 

                                    （千円） 

   無利子貸付金申請額    

    事業費×貸付率 

 事 業 費  

           

経

費

区

分 

施設・設備費   

用地取得費・ 

道路費 

   （注３） 

（注３） （注３） 

  合  計     

 

備 考（注４） 

 

（注１）広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業の場合は、 

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表 

           都道府県知事（又は市町村長）      」 

   と記載すること。 

（注２）広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業の場合は、複数の市町村にまたが

る区域において行われる施設及び設備の設置の事業であることが分かるようなネットワ

ークの概要図を付する。 

（注３）「用地取得費・道路費」は、広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業の場

合は記入を要しない。 

（注４）広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業の場合は、本申請書に係る無利子

貸付金申請額を除いた事業費についての、当該無利子貸付事業を行う都道府県又は市町

村の連携主体を構成する各都道府県及び市町村ごとの負担額を記載する。 



 

 

別紙２の１（様式第１号関係） 

 

                   工事概要書                    

 

                                               事業を行う者の名称     

                        代表者氏名        印     

 

１ 設置場所      ○○県 ○○郡 ○○町 ○○丁目 ○○番地 

                        （都道府）（市） （村） 

 

２ 建設用地 

 (1) 敷地面積              ○○○．○㎡ 

 (2) 海抜高                ○○○ｍ 

 (3) 敷地の所有関係 

□ 購入             

□ 借地      県、市有地、その他（具体的に）の別 

              主な借地条件（借地料、借地期間等） 

 (4) 用地周辺の状況    平地、山地の別 

              取付道路の必要の有無（必要であればその長さ）等 

 (5) 開発規制の状況    地目 ○○○ 

              開発規制指定解除の必要の有無 

 

３ 施設の内容 

 (1) 建物の構造等     ○○○○造  ○階建 

 (2) 建築面積       ○○○．○㎡ 

 (3) 延べ床面積      ○○○．○㎡ 

 (4) 鉄塔の構造等     ○○○○型  高さ（地上高） ○○ｍ 

 

４ 実施計画 

 (1) 着手（予定）年月日       年  月  日 

 (2) 用地取得（予定）年月日     年  月  日 

 (3) 着工（予定）年月日       年  月  日 

 (4) 完了（予定）年月日       年  月  日 

 

５ 利用見込み 

 

   

  

利用予定サービ

ス名 （注１） 

利用予定事業者名    サービスエリア    サービス開始 

（予定） 

  年 月 日 

   

 市町村名

（地区名） 

エリア内世帯数 

     

 

    （注１）携帯電話、無線呼出し、ＭＣＡ等の別を記入する。 

 



 

 

６ 資金計画 

                                    （千円） 

       収   入        

 

      支   出       

        （ 事 業 費 ） 

  財 源 内 訳     経費区分   

   補 助 金     交付（予定）額 施設・設備費  

 

事業を行う者の負担額    予 算 額 用地取得費・ 

道路費 

 

   借 入 金    

事業者等の負担金  

その他（   ） 

        （注２） 

 

  小   計    

   合   計     合  計   

 

   （注２）財源の内容を記入する。 

 

７ 添付図面（注３） 

 (1) 用地付近の見取図 

 (2) 設計の概要図（配置図、各階平面図及び立面図の概略） 

 (3) 利用が見込まれる各事業のサービスエリア図 

 



 

 

別紙２の２（様式第１号関係） 

 

                   工事概要書                    

  

                                               事業を行う者の名称     

                        代表者氏名        印（注１） 

 

１ 設置場所      ○○県 ○○郡 ○○町 ○○丁目 ○○番地 

                        （都道府）（市） （村） 

 

２ 施設の内容 

 (1) 延べ床面積         ○○○．○㎡（注２） 

 (2) 設置される施設の概要 

 

３ 事業の着手及び完了の時期 

 (1) 着手（予定）年月日       年  月  日 

 (2) 完了（予定）年月日       年  月  日 

 

４ 資金計画 

                                    （千円） 

       収   入        

 

      支   出       

        （ 事 業 費 ） 

  財 源 内 訳     経費区分   

 無利子貸付金 貸付（予定）額 施設・設備費  

 

事業を行う者の負担額    予 算 額 用地取得費・ 

道路費 

  （注４） 

（注４） 

   借 入 金    

事業者等の負担金  

その他（   ） 

        （注３） 

 

  小   計    

   合   計     合  計   

 

５ 添付図面 

 (1) 用地付近の見取図（注４） 

 (2) 設計の概要図（配置図、各階平面図及び立面図の概略）（注２） 

 

（注１）広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業にあっては、 

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表 

           都道府県知事（又は市町村長）    印    」 

と記載すること。 

（注２）広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業であって、施設の改修を行わない

場合には、延べ床面積の記入及び設計の概要図の添付を要しない。 



 

 

（注３）財源の内容を記入する。 

（注４）広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業の場合は、用地取得費・道路費の

記入及び用地付近の見取図の添付を要しない。 


